
平成 13年 3月期 決算短信 (連結)  平成 13年 5月 18日

上   場   会   社   名       株式会社　栗本鐵工所 上場取引所 東 大 名 福

コード番号       5602 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 大阪府

　　　　　　  氏        名　　　　　　　　　　　　　　上嶋　剛寛 TEL (06) 6538 - 7724
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 18日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年  3月期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績

　　 売    上    高 　　　  営  業  利  益 　　　 　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 132,437 4.6 3,519 20.4 2,149 △ 11.3

12年  3月期 126,677 △ 18.3 2,923 64.8 2,424 113.7

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 △ 909 - △ 6.56 - △ 0.8 1.1 1.6

12年  3月期 1,016 - 7.28 - 0.9 1.2 1.9

(注)①持分法投資損益 13年  3月期                0 百万円          12年  3月期                0 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年  3月期   138,581,805 株　　　12年  3月期   139,545,069 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産        　株  主  資 本           株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 202,714 106,690 52.6 776.01

12年  3月期 197,841 109,090 55.1 784.90

(注)期末発行済株式数（連結）　13年  3月期   137,484,611 株　　　12年  3月期   138,984,640 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　営業活動による 　　　 投資活動による 　　　  財務活動による     　現金及び現金同等物
　キャッシュ・フロー 　 キャッシュ・フロー　　　  キャッシュ・フロー  　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年  3月期 △ 105 △ 3,725 3,029 25,857

12年  3月期 6,159 △ 1,932 △ 2,116 26,653

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  6　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 14年  3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　 売　　上　　高 　　　   経　常　利　益   　 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 52,000 △ 1,400 △ 1,300

通　　期 134,000 3,600 1,600

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   11 円 64 銭 



企業集団の状況

当社の企業集団は、当社、子会社１７社及び関連会社５社で構成され、鉄鋼・鋳鋼製品、鋼製構造物・機械製品及び

その他製品等の製造販売を主な内容として事業活動を展開しています。

当グループの事業に係わる位置づけは次の通りです。

鉄 鋼 ・ 鋳 鋼 製 品 … 当社が製造販売する他、一部については非連結子会社三興機鋼㈱及び関連会社北海道管材

㈱を代理店としています。又、工事関係については、連結子会社栗本バルブエンジニアリ

ング㈱に委託しています。

鋼製構造物・機械製品 … 当社が製造販売する他、一部については連結子会社栗本建材㈱が製造し当社が仕入れて販

売しています。又、工事関係については、連結子会社栗鉄工事㈱及びクリモト・メンテナ

ンス㈱、関連会社栗本建設工業㈱に委託しています。

そ の 他 製 品 … 当社が製造販売する他、連結子会社栗本化成工業㈱、非連結子会社栗本コンクリート工業

㈱が製造し当社が仕入れて販売しています。

当グループの製品の一部は、連結子会社栗本商事㈱を通じて販売されています。

事業の系統図は次の通りです。

得 意 先

製 製 製

品 品 品

非連結子会社 連結子会社 非連結子会社

栗本ヒューム管㈱ 栗本商事㈱ ｴｰｼﾞｰｱｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 製 製

関連会社 非連結子会社 ㈱ケィ・テック

㈱アルト技研 三興機鋼㈱

関連会社

北海道管材㈱ 品 品

佐藤機材㈱

製 製

品 品

当 社

鉄 鋼 ・ 鋳 鋼 製 品 鋼製構造物・機械製品 そ の 他 製 品

製

製 工事請負 工 製 製

連結子会社 事 品

品 栗本ﾊﾞﾙﾌﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 請 品 品

負

非連結子会社 連結子会社 連結子会社 連結子会社

㈱佐世保メタル 栗鉄工事㈱ 栗本建材㈱ 栗本化成工業㈱

栗光股分有限公司 ｸﾘﾓﾄ･ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱ 非連結子会社

非連結子会社 栗本ｺﾝｸﾘｰﾄ工業㈱

協和工業㈱

関連会社

栗本建設工業㈱

不動産賃貸その他 業務請負業 廃棄物再生事業 運送業

非連結子会社 非連結子会社 非連結子会社 関連会社

栗本不動産㈱ 栗本人材センター㈱ クリモトソーワ㈱ 栗栄運輸㈱

－２－



経 営 方 針

１．経営の基本方針

当社グループは、進むべき主な事業領域を「環境」と「ニューインフラ」と定めております。その

事業領域において、トータル・クォリティー・サービスで、お客様の信頼を得、お客様満足第一のモ

ノづくりに徹して、独自の価値を提供することを目指しております。

２．利益配分に関する基本方針

当社は従来より、株主の皆様に対する利益還元を最重要政策のひとつと位置付けており、経営基盤

強化のための設備投資や技術開発に充当するための内部留保に留意しながら、安定的・継続的に、定

額配当を実施することを基本方針としております。

３．中長期的な経営戦略

「環境」事業については、次世代型ごみ処理と言われるガス化溶融炉、ごみの固形燃料(ＲＤＦ)化

に加えて、可燃ごみを直接、炭化・脱塩することで燃料用石炭の代替として使用可能な炭化システム

技術を開発し、平成１３年２月、(社)全国都市清掃会議より技術検証・確認概要書を取得しました。

目下、積極的に営業活動を推進しております。また、生ごみバイオガスプラント、建設廃材リサイク

ルシステムについても、積極的に営業展開中ですが、今後更に、「循環型社会」構築に相応しい技術

確立を急ぎ、総合環境プラントメーカーを目指します。

一方、「ニューインフラ」の領域では、環境や情報との関連を考え、光通信対応パイプシステムな

ど、ライフライン関連、社会インフラ関連事業に磨きをかけると同時に、パイプラインや橋梁の維持

管理技術、新施工法の開発に注力し、河川環境、道路環境など、新しい切り口での事業構築を目指し

ます。

今後も当社グループを取り巻く環境は、引き続き厳しい状況が予想されますが、経営の原点に立ち、

顧客満足度の追求、新事業・新技術の早期開発に全力を傾注するとともに、事業の選択と集中を推進

し、収益率を重視した経営を進めていきたいと考えております。

体質強化策としまして、鉄管部門では資材・物流・エンジニアリング部門を分社化いたしました。

これにより、原材料の仕入れや物流の一元管理によるコストダウンをはかるとともに、エンジニアリ

ング業務を強化し、民間資本による社会資本整備（ＰＦＩ）の伸展に対応してまいります。また、機

械部門では、環境エンジニアリングと産業機械の２部門に組織を再編し、営業力の強化と製造・技術

部門の合理化を推進することにより、事業の改革をはかってまいります。

このような経営戦略の展開により、収益性や株主価値、資金効率の観点からＲＯＥ、ＲＯＡ、キャ

ッシュフローの向上をはかり、企業価値を高めるべく努力してまいります。

４．経営管理組織の整備等に関する施策

当社は、「企業理念」の実践にあたり、遵守すべき基本的な心構えとして、「企業行動基準」を制定

し、グループ内での徹底をはかるとともに、企業倫理の向上につとめております。特に、地球環境保

全への取り組みについては、「栗本環境委員会」を中心に、効果的な地球環境保全活動を推進しており、

平成１２年１２月に「クリモト環境報告書２０００」を作成しました。

平成１２年４月より、「社内カンパニー制」を導入し、自主独立経営体制の確立をめざしております。

平成１２年度より採用しました管理職年俸制に加えて、平成１３年度より、カンパニー経営役制度を、

また、カンパニーの評価指標にＲＯＡなども加えた多面的な評価を導入し、制度の充実と成果主義の

徹底をはかります。

平成１２年１２月には、インセンティブ・プランとしてワラント債を発行し、ワラントを当社グル

ープ役職員に付与しております。本プランは、グループ役職員の意欲や士気を高め、全役職員が一丸

となって業績向上に邁進するためのものであり、結果として株主価値の向上に寄与するものと考えて

おります。

当社は、従来より企業体質強化のため、ＴＰＭ活動を全工場で展開しており、既に、１工場で継続

賞、２工場で優秀賞を受賞しております。ＩＳＯについても9000sに続いて、14001もほぼ全工場にお

いて認証取得し、平成１２年１２月より、本・支社店でも認証取得活動を展開しております。今後、

グループ会社にも積極的に活動を展開します。

ＩＲ活動については、アナリストやファンドマネージャーなどの機関投資家に対する定期的な決算

説明会、工場見学、会社訪問応対に加えて、インターネットホームページの充実など、経営内容の公

明性と透明性を高めるため、積極的な情報公開につとめております。

なお、平成１３年２月、建築用小型弁の海外生産拠点として台湾に合弁会社を設立しました。

－３－



経 営 成 績

（１）当連結期の概況

当期におけるわが国経済は、民間設備投資が情報関連を中心に一時やや持ち直しを見

せたものの、所得や雇用に対する不安から個人消費は依然として低調であり、米国経済

の減速による輸出の停滞、株式市場の低迷等により、全体的には景気の回復感は乏しい

ままに推移しました。

このような情勢のもとで、当社グループは受注・売上の回復に懸命に努力するととも

に、生産性向上、原価低減、遊休資産の売却等諸施策を推進し、業績の回復につとめて

まいりました。

営業面では、公共投資縮減、熾烈な価格競争のなか、受注環境は依然として厳しく、

比較的堅調であったバルブ部門の施設更新事業関連や建材部門を中心とした民需関連部

門に比べて、機械部門のごみ処理プラントやその他の公共事業関連部門で厳しい状況と

なりました。売上面では、鉄構・機械部門等で大型物件の計上により増加となりました。

この結果、連結売上高は１,３２４億円（前期比４．５％増）となりました。

利益面では、価格競争に伴う販売価格低下の影響がありましたが、売上高の増加もあ

り、経常利益は２，１４９百万円（前期比１１．３％減）になりました。一方、当期純

損失は、退職給付会計による積立不足額の早期償却方針のもと、退職給付信託の設定等

多額の特別損失を計上しましたため、９０９百万円となりました。

セグメント別では、鉄鋼・鋳鋼製品については、売上高６３９億円、営業利益２８億

円となり、鋼製構造物・機械製品については、売上高５８４億円、営業利益１０億円と

なり、その他製品については、売上高１００億円、営業損失４億円となりました。

なお、配当金につきましては、中間期において１株当たり４円の配当を実施しました。

期末配当金につきましても、厳しい経営状況ではありますが、基本方針に基づき、１株

当たり４円の配当を実施させていただく予定であります。これにより年間を通じて１株

当たり８円となります。

（２）次期の見通し

今後のわが国経済の見通しとしましては、政府の経済対策による景気の回復が期待さ

れるものの、個人消費や輸出の低迷、民間設備投資の抑制は依然として続くものと思わ

れます。また、国及び地方財政の深刻さと併せて、デフレ基調の局面もあり、景気の先

行きは予断を許さないものと考えております。

当社グループの今後の見通しにつきましては、引き続き厳しい状況が予想されますが、

各経営施策を着実に推進し、グループをあげて受注・売上の回復につとめるとともに、

「社内カンパニー制」を通じて、グループ会社との結束力を高め、より効率的な経営を

目指したいと考えております。

次期の連結業績としましては、売上高１，３４０億円、経常利益３６億円、当期純利益

１６億円を見込んでおります。なお、配当金につきましては、従来通り年間８円（中間４円、

期末４円）を実施する予定にしております。

－４－



連 結 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

当 期 前 期 当 期 前 期
科 目 増 減 科 目 増 減

13.3.31現在 12.3.31現在 13.3.31現在 12.3.31現在

(資産の部) 202,714 197,841 4,872 (負債の部) 96,024 88,751 7,272

流 動 資 産 121,791 118,712 3,079 流 動 負 債 65,497 62,225 3,271

現 金 及 び 預 金 17,603 19,504 △ 1,900 35,463 30,863 4,599支払手形及び買掛金

受取手形及び売掛金 61,281 49,775 11,505 短 期 借 入 金 7,952 8,044 △ 92

有 価 証 券 10,520 13,532 △ 3,012 1,658 0 1,658一年以内償還予定転換社債

た な 卸 資 産 29,866 33,468 △ 3,602 未 払 法 人 税 等 1,012 901 111

繰 延 税 金 資 産 633 683 △ 50 未 払 費 用 2,849 3,456 △ 606

その他の流動資産 2,091 1,945 146 前 受 金 9,783 11,625 △ 1,841

貸 倒 引 当 金 △ 205 △ 197 △ 7 賞 与 引 当 金 2,280 2,496 △ 216

その他の引当金 17 20 △ 3

設 備 支 払 手 形 477 1,116 △ 638

その他の流動負債 4,002 3,700 301

固 定 資 産 80,922 79,129 1,792 固 定 負 債 30,526 26,525 4,001

有形固定資産 55,850 54,674 1,175 社 債 18,194 17,107 1,087

建物及び構築物 11,625 11,806 △ 180 長 期 借 入 金 2,940 928 2,012

機械装置及び運搬具 12,959 14,142 △ 1,182 退職給与引当金 - 7,986 △ 7,986

工 具 器 具 備 品 1,483 1,632 △ 149 退職給付引当金 8,842 - 8,842

土 地 28,567 25,673 2,893 549 503 45役員退職慰労引当金

建 設 仮 勘 定 1,214 1,419 △ 204

無形固定資産 522 650 △ 128

投資その他の資産 24,549 23,803 745 (資本の部) 106,690 109,090 △ 2,400

投 資 有 価 証 券 17,118 17,784 △ 665 資 本 金 31,186 31,186 0

繰 延 税 金 資 産 3,390 1,598 1,792 資 本 準 備 金 29,564 29,931 △ 366

その他の投資その他の資産 4,226 4,516 △ 289 連 結 剰 余 金 45,939 47,973 △ 2,033

貸 倒 引 当 金 △ 186 △ 95 △ 91 自 己 株 式 △ - △ - -

合 計 202,714 197,841 4,872 合 計 202,714 197,841 4,872

－５－



連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

当 期 前 期
科 目 増 減

12.4.1 ～ 13.3.31 11.4.1 ～ 12.3.31

Ⅰ 売 上 高 １３２，４３７ １２６，６７７ ５，７５９

Ⅱ 売 上 原 価 １０１，９６５ ９６，５８４ ５，３８１

売 上 総 利 益 ３０，４７１ ３０，０９２ ３７８

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２６，９５１ ２７，１６９ △ ２１７

営 業 利 益 ３，５１９ ２，９２３ ５９６

Ⅳ 営 業 外 収 益 １，３９４ ２，３２１ △ ９２６

受 取 利 息 及 び 配 当 金 （ ６０９） （ ５２７） （ ８２）

そ の 他 の 営 業 外 収 益 （ ７８５） （ １，７９４） （ △１，００９）

Ⅴ 営 業 外 費 用 ２，７６５ ２，８２０ △ ５４

支 払 利 息 （ ６２７） （ ６６２） （△ ３４）

そ の 他 の 営 業 外 費 用 （ ２，１３７） （ ２，１５７） （△ １９）

経 常 利 益 ２，１４９ ２，４２４ △ ２７５

Ⅵ 特 別 利 益 ５，４３４ １，５９５ ３，８３８

前 期 損 益 修 正 益 （ ３５） （ １３１） （△ ９６）

土 地 売 却 益 （ ２，５０８） （ ６７７） （ １，８３１）

投 資 有 価 証 券 売 却 益 （ ３６６） （ ７８６） （△ ４１９）

退 職 給 付 信 託 設 定 益 （ ２，５２３） （ ０） （ ２，５２３）

Ⅶ 特 別 損 失 ９，０３０ ２，１９１ ６，８３８

投 資 有 価 証 券 売 却 損 （ ２５７） （ ５５） （ ２０１）

投資有価証券等評価損 （ ７８４） （ ０） （ ７８４）

早 期 退 職 加 算 金 （ ０） （ ２，０８７） （△ ２，０８７）

退職給付会計基準変更時差異 （ ７，９８８） （ ０） （ ７，９８８）

そ の 他 （ ０） （ ４８） （△ ４８）

税金等調整前当期純利益 － １，８２８ △ １，８２８

税金等調整前当期純損失 １，４４６ － １，４４６

法人税、住民税及び事業税 １，２０４ １，０８０ １２４

法 人 税 等 調 整 額 △１，７４２ △ ２６８ △ １，４７４

当 期 純 利 益 － １，０１６ △ １，０１６

当 期 純 損 失 ９０９ － ９０９

連 結 剰 余 金 計 算 書

（単位：百万円）

当 期 前 期

科 目 増 減
12.4.1 ～ 13.3.31 11.4.1 ～ 12.3.31

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ４７，９７３ ４７，９６６ ６

Ⅱ 連 結 剰 余 金 増 加 高 ０ ４２６ △ ４２６

連結会社増加に伴う剰余金増加 （ ０） （ ４２６） （△ ４２６）

Ⅲ 連 結 剰 余 金 減 少 高 １，１２４ １，４３６ △ ３１１

配 当 金 （ １，１１０） （ １，１１８） （△ ８）

役 員 賞 与 （ １４） （ １８） （△ ３）

自 己 株 式 消 却 額 （ ０） （ ２９９） （△ ２９９）

Ⅳ 当 期 純 利 益 － １，０１６ △１，０１６

当 期 純 損 失 ９０９ － ９０９

Ⅴ 連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ４５，９３９ ４７，９７３ △２，０３３

－６－



連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：百万円)

当 期 前 期
項 目

12.4.1～13.3.31 11.4.1～12.3.31

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 － １，８２８

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 １，４４６ －

減 価 償 却 費 ５，０３０ ５，３３９

売 上 債 権 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 △１３，４７２ ８，２６９

仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 ３，８９６ △ ４，５６５

早 期 退 職 加 算 金 － ２，０８７

退 職 給 付 信 託 設 定 益 △ ２，５２３ －

退 職 給 付 信 託 費 用 ６，６１７ －

棚 卸 資 産 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 ３，９３９ △ ９３１

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ ６０９ △ ５２８

支 払 利 息 ６２７ ６６４

有 価 証 券 売 却 損 益 △ １７１ △ １，３８３

有 形 固 定 資 産 売 却 益 △ ２，５０９ －

そ の 他 資 産 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 ８２３ △ ６４６

そ の 他 負 債 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 ９４４ △ １，３４２

小 計 １，１４７ ８，７９１

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ４４０ ５６１

利 息 の 支 払 額 △ ５９６ △ ６６１

早 期 退 職 加 算 金 の 支 払 額 － △ ２，０８７

法 人 税 等 の 支 払 額 △ １，０９７ △ ４４３

営業活動によるキャッシュ・フロー △ １０５ ６，１５９

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 ５９９ １，５３２

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ ４，２９２ △ ４，０７３

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ４，２３７ ６，２１９

有形・無形固定資産の取得による支出 △ ６，９４５ △ ５，８５５

有形・無形固定資産の売却による収入 ２，８９４ ７６３

長 期 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △ ９１３ －

長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 １，０１９ －

そ の 他 固 定 資 産 の 増 加 額 △ ６２５ △ １，３２０

そ の 他 固 定 資 産 の 減 少 額 ２９９ ７９９

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３，７２５ △ １，９３２

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △ ４０ △ １７０

長 期 借 入 金 の 調 達 ２，６５０ １００

長 期 借 入 金 の 返 済 △ ８５０ △ ５３３

配 当 金 の 支 払 額 △ １，１０９ △ １，２１３

株 式 消 却 に よ る 支 出 △ ３６６ △ ２９９

新株引受権付社債の発行による収入 ２，７４５ －

財務活動によるキャッシュ・フロー ３，０２９ △ ２，１１６

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ６ △ １３

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ ７９５ ２，０９６

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ２６，６５３ ２４，５５６

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ２５，８５７ ２６，６５３

－７－



連 結 財 務 諸 表 作 成 の た め の 基 本 と な る 事 項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社６社、非連結子会社１１社

２．持分法に関する事項

非連結子会社１１社及び関連会社５社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外している。

３．会計処理基準に関する事項

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券 移動平均法による原価法
デ リ バ テ ィ ブ 時価法

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

製 品 ・ 仕 掛 品 総平均法および個別法による原価法
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 移動平均法による原価法

（３）固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産 定率法を採用している。ただし、平成１０年４月以降取得した建物

（建物附属設備を除く）については定額法、取得価額１０万円以上

２０万円未満の少額減価償却資産については３年間の均等償却。
無 形 固 定 資 産 定額法を採用している。自社利用のソフトウェアについては社内

における利用可能期間（５年) に基づく定額法。

（４）引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ている。

賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与支給見込額に基づき計上している。
退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計期間末におい
て発生していると認められる額を計上している。
なお、退職給付会計適用に伴う変更時差異（△4,117百万円）につい

ては、３年による按分額を費用処理している。
役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上している。

（５）収益および費用の計上基準

親会社は、請負工事の収益計上は、工事完成基準によっているが、長期大型工事（工期２年以上か

つ請負金額１０億円以上）については、工事進行基準を採用している。

（６）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（７）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理の方法は税抜方式によっている。

４．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

－８－



〔追 加 情 報〕

(退職給付会計)

当連結会計期間から退職給付に係る会計基準（ 退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書 （企業会計「 」

審議会平成１０年６月１６日 ）を適用している。）

(金融商品会計)

当連結会計期間においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っていない。

なお、平成１２年大蔵省令第１１号附則第３項によるその他有価証券に係る連結貸借対照表計上額等は

次の通りである。

連結貸借対照表計上額 １４，１５６百万円

時 価 １５，６９０百万円

評 価 差 額 金 相 当 額 ８９０百万円

繰 延 税 金 負 債 相 当 額 ６４４百万円

(外貨建取引等会計基準)

当連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（ 外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」「

企業会計審議会 平成１１年１０月２２日）を適用している。この変更による損益への影響は軽微である。

〔注 記 事 項〕

(連結貸借対照表関係)

1.有形固定資産の減価償却累計額 ７３，３６８百万円 (前期 ７２，９３０百万円 ）

2.保 証 債 務 ２，１２８百万円（前期 ２，０２１百万円 ）

3.連結会計期間末日満期手形 連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって

決済処理している。なお、当連結会計期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の連結期末日満期手形が含まれている。

受 取 手 形 ５，０１１百万円

支 払 手 形 ２，８１２百万円

設備支払手形 ９百万円

(連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書関係)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 １７，６０３百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △ ２，２６５百万円

有価証券に含まれる現金同等物 １０，５２０百万円

現金及び現金同等物 ２５，８５７百万円

(リース取引関係)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 1,013百万円（前 期 954百万円）

減価償却累計額相当額 677百万円（前 期 543百万円）

期 末 残 高 相 当 額 335百万円（前 期 410百万円）

※上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」である。

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 163百万円（前 期 185百万円）

１年超 172百万円（前 期 225百万円）

合計 335百万円（前 期 410百万円）

（注）取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、連結財務諸表規則第１５条の３に

おいて準用する財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によっ

ている。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 213百万円（前 期 191百万円）

減価償却費相当額 213百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

－９－



セ グ メ ン ト 情 報

（１）事業の種類別セグメント情報

当 期(平成１２年４月～平成１３年３月） （単位：百万円）

鉄鋼・鋳鋼製品 消 去 又鋼製構造物・機械 そ の 他 製 品 計 連 結及 び 関 連 製 品 は 全 社製品及び関連製品

Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高

(1) 63,944 58,449 10,043 132,437 - 132,437外部顧客に対する売上高

(2) 1,255 241 228 1,724 (1,724)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高･内部振替高

計 65,200 58,690 10,271 134,161 (1,724) 132,437

営 業 費 用 62,313 57,606 10,721 130,641 (1,724) 128,917

営 業 損 益 2,886 1,084 △ 450 3,519 - 3,519

Ⅱ．資産､減価償却費及び資本的支出

資 産 78,130 60,803 9,945 148,879 53,834 202,714

減 価 償 却 費 2,869 1,543 316 4,729 300 5,030

資 本 的 支 出 3,232 2,851 1,137 7,221 579 7,801

前 期(平成１１年４月～平成１２年３月） （単位：百万円）

鉄鋼・鋳鋼製品 消 去 又鋼製構造物・機械 そ の 他 製 品 計 連 結及 び 関 連 製 品 は 全 社製品及び関連製品

Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 66,670 48,891 11,114 126,677 - 126,677

(2) 1,984 482 26 2,493 (2,493)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高･内部振替高

計 68,655 49,374 11,141 129,170 (2,493) 126,677

営 業 費 用 65,478 49,923 10,846 126,247 (2,493) 123,753

営 業 損 益 3,176 △ 548 294 2,923 - 2,923

Ⅱ．資産､減価償却費及び資本的支出

資 産 72,522 56,248 8,631 137,402 60,439 197,841

減 価 償 却 費 3,288 1,499 314 5,102 243 5,346

資 本 的 支 出 2,359 2,074 292 4,727 237 4,964

（注）１．事業区分は、製造方法・製造過程の類似性により区分している。

２．各事業の主な製品

(1) 鉄鋼・鋳鋼製品及び関連製品

ダクタイル鉄管、異形管、付属品、各種調節弁、特殊鋳鉄及び鋳鋼、各種水道工事、土木工事の調査・

設計・施工

(2) 鋼製構造物・機械製品及び関連製品

橋梁・水門・水管橋、各種産業機械及びプラント、粗大ごみ処理施設、各種プレス、各種ダクト

(3) その他製品

各種ＦＲＣ製品、ポリコンＦＲＰ管、各種合成樹脂成型品

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当期53,974百万円(前期は60,659百万円)であり、

その主なものは、親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券 、長期投資資金（投資有価証券）及び管理）

部門に係る資産等である。

（２）所在地別セグメント情報

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90%を超えて

いるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。

（３）海 外 売 上 高

海外売上高が、連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略している。
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受注及び販売の状況

（単位：百万円・％）

当 期 実 績 前 期 実 績
期 別

１２．４．１～１３．３．３１ １１．４．１～１２．３．３１

項 目
金 額 構 成 率 金 額 構 成 率

売 上 高 １３２，４３７ １００．０ １２６，６７７ １００．０

鉄 鋼 ・ 鋳 鋼 製 品 ６３，９４４ ４８．３ ６６，６７０ ５２．６

鋼製構造物・機械製品 ５８，４４９ ４４．１ ４８，８９１ ３８．６

そ の 他 製 品 １０，０４３ ７．６ １１，１１４ ８．８

受 注 高 １３３，６８５ １００．０ １３５，３０８ １００．０

鉄 鋼 ・ 鋳 鋼 製 品 ６６，２０４ ４９．５ ６３，５０３ ４６．９

鋼製構造物・機械製品 ５６，７６１ ４２．５ ６０，５４３ ４４．８

そ １０，７１９ ８．０ １１，２６１ ８．３の 他 製 品

有 価 証 券

１．その他有価証券で時価のあるもの

平成１２年大蔵省令第９号附則第３項に基づき記載を省略している。

２．時価評価されていない主な有価証券

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 摘 要

(1)その他有価証券

ＭＭＦ等 １０，５２０

デリバティブ取引の契約額等 時価及び評価損益、

金 利 関 連

（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

区 （平成１３年３月３１日現在） （平成１２年３月３１日現在）

種 類

契 約 額 等 契 約 額 等
分

う ち 時 価 評価損益 う ち 時 価 評価損益

一年超 一年超

市

場 金利スワップ取引

取 2,000 0 △ 23 △ 23 2,000 2,000 △ 37 △ 37支払固定・受取変動

引

以 金利キャップ取引

外 買 建 1,500 0 0 0 1,500 1,500 0 0

の

取 合 計 3,500 0 △ 23 △ 23 3,500 3,500 △ 36 △ 36

引

（注）時価の算定方法

取引相手先金融機関から提示された価格によっております。
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平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 18日

上   場   会   社   名       株式会社　栗本鐵工所 上場取引所 東 大 名 福

コード番号       5602 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 大阪府

　　　　　　  氏　　    名　　　　　　　　　　　　　　上嶋　剛寛 TEL (06) 6538 - 7724
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 18日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績

　     売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益　　　 　  経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 121,934 5.1 2,433 96.0 2,073 21.2

12年  3月期 116,034 △ 17.9 1,241 △ 42.7 1,710 △ 31.9

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総  資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 212 △ 64.8 1.53 - 0.2 1.1 1.7

12年  3月期 602 400.5 4.32 - 0.6 0.9 1.5

(注)①期中平均株式数 13年  3月期   138,582,408 株　　　12年  3月期   139,545,575 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 8.00 4.00 4.00 1,104 520.6 1.1

12年  3月期 8.00 4.00 4.00 1,113 184.9 1.1

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　              円     銭、　特別配当　              円     銭

(3)財政状態
    　　　総  資  産         　株  主  資  本             株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 188,441 104,249 55.3 758.26

12年  3月期 187,693 105,513 56.2 759.17

（注）期末発行済株式数　13年  3月期      137,484,908　株　　　12年  3月期      138,984,908株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 47,500 △ 1,000 △ 1,000 4.00 － －

通　　期 123,000 3,400 1,500 － 4.00 8.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   10 円 91 銭 



比 較 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 お よ び 資 本 の 部

期 別 第 1 0 5 期 第 1 0 4 期 期 別 第 1 0 5 期 第 1 0 4 期
比較増減 比較増減

科 目 科 目13.3.31現在 12.3.31現在 13.3.31現在 12.3.31現在

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 ) 84,192 82,179188,441 187,693 747 2,012

流 動 資 産 流 動 負 債 56,284 55,866113,134 112,491 642 418

現 金 ・ 預 金 支 払 手 形 18,003 14,70715,188 17,970 △ 2,782 3,296

受 取 手 形 買 掛 金 13,941 15,55730,729 25,188 5,541 △ 1,615

売 掛 金 短 期 借 入 金 3,632 3,71427,220 21,107 6,113 △ 82

有 価 証 券 1,65810,520 13,442 △ 2,922 0 1,658１年以内償還予定転換社債

自 己 株 式 未 払 金 1,833 1,432- - △ - 400

製 品 未 払 法 人 税 等 6159,103 9,551 △ 447 781 166

原 材 料 未 払 費 用 3,153466 555 △ 88 2,371 △ 781

仕 掛 品 前 受 金 9,479 11,15816,100 17,829 △ 1,729 △ 1,678

貯 蔵 品 預 り 金 2,038 2,1441,083 1,093 △ 10 △ 106

前 渡 金 賞 与 引 当 金 2,030 2,220213 3,889 △ 3,676 △ 190

前 払 費 用 製品保証等引当金 20973 893 79 17 △ 3

繰 延 税 金 資 産 設 備 支 払 手 形366 501 △ 134 477 1,131 △ 654

そ の 他 そ の 他 111,343 647 696 20 9

貸 倒 引 当 金 △ 176 △ 180 4

固 定 資 産 固 定 負 債 27,90775,307 75,202 105 26,313 1,593

有形固定資産 社 債 10,000 10,00050,667 50,313 353 0

建 物 転 換 社 債 5,449 7,1079,102 9,199 △ 97 △ 1,658

構 築 物 新株引受権付社債 2,7341,475 1,576 △ 101 0 2,734

機 械 及 び 装 置 長 期 借 入 金 92812,204 13,366 △ 1,162 660 △ 267

車 両 及 び 運 搬 具 退 職 給 与 引 当 金 7,83854 76 △ 21 0 △ 7,838

工具・器具・備品 退 職 給 付 引 当 金 01,281 1,412 △ 131 8,590 8,590

土 地 役員退職慰労引当金 43925,512 23,362 2,150 472 32

建 設 仮 勘 定 1,037 1,319 △ 281

無形固定資産 442 560 △ 117

ソ フ ト ウ ェ ア 394 512 △ 117

施 設 利 用 権 ( 資 本 の 部 ) 104,24910 10 △ - 105,513 △ 1,264

そ の 他 資 本 金 31,186 31,18637 36 1 0

投 資 等 法 定 準 備 金 32,086 32,34024,197 24,327 △ 130 △ 254

投 資 有 価 証 券 資 本 準 備 金 29,564 29,93114,542 15,657 △ 1,114 △ 366

関 係 会 社 株 式 利 益 準 備 金 2,521 2,4093,407 3,048 359 111

出 資 金 剰 余 金 40,977 41,986126 126 0 △ 1,009

長 期 貸 付 金 固定資産圧縮積立金 5891,021 1,130 △ 108 845 255

長 期 前 払 費 用 別 償 却 積 立 金 2133 186 △ 53 特 0 △ 2

繰 延 税 金 資 産 別 途 積 立 金 39,346 39,3462,493 1,533 959 0

そ の 他 当 期 未 処 分 利 益2,538 2,715 △ 176 785 2,048 △ 1,262

貸 倒 引 当 金 ( 212)△ 66 △ 70 3 （うち当期純利益） ( 602) (△ 390)

合 計 合 計 187,693188,441 187,693 747 188,441 747
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比 較 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

期 別 第１０５期 第１０４期
比 較 増 減

科 目 12.4.1 ～ 13.3.31 11.4.1 ～ 12.3.31

営 売 上 高 １２１，９３４ １１６，０３４ ５，９００

業

経 損 売 上 原 価 ９６，５７６ ９１，９１０ ４，６６５

益

常 の 販売費及び一般管理費 ２２，９２４ ２２，８８２ ４２

部

損
営 業 利 益 ２，４３３ １，２４１ １，１９１

益
営 営 業 外 収 益 ２，００７ ２，６４６ △ ６３８

の 業 受取利息及び配当金 （ １，１４５） （ ６９２） （ ４５２）

外 その他の営業外収益 （ ８６２） （ １，９５３） （ △ １，０９１）

部 損

益 営 業 外 費 用 ２，３６８ ２，１７７ １９０

の 支 払 利 息 （ ４９８） （ ５６６） （ △ ６７）

部 その他の営業外費用 （ １，８６９） （ １，６１１） （ ２５８）

経 常 利 益 ２，０７３ １，７１０ ３６２

特 特 別 利 益 ７，１８９ １，５６７ ５，６２２

別 前 期 損 益 修 正 益 （ ７） （ １０３） （ △ ９６）

損 土 地 売 却 益 （ ４，２９２） （ ６７７） （ ３，６１４）

益 投資有価証券売却益 （ ３６６） （ ７８６） （ △ ４１９）

の 退職給付信託設定益 （ ２，５２３） （ ０） （ ２，５２３）

部 特 別 損 失 ８，８９９ ２，１４３ ６，７５５

投資有価証券売却損 （ ２５７） （ ５５） （ ２０１）

投資有価証券等評価損 （ ７７３） （ ０） （ ７７３）

退職給付会計基準

変更時差異 （ ７，８６８） （ ０） （ ７，８６８）

早 期 退 職 加 算 金 （ －） （ ２，０８７） （ △ ２，０８７）

税引前当期純利益 ３６３ １，１３４ △ ７７０

法人税、住民税及び事業税 ９７７ ７５０ ２２７

法 人 税 等 調 整 額 △ ８２５ △ ２１７ △ ６０７

当 期 純 利 益 ２１２ ６０２ △ ３９０

前 期 繰 越 利 益 １，１８３ ２，３５８ △ １，１７５

自 己 株 式 消 却 額 ０ ２９９ △ ２９９

中 間 配 当 額 ５５４ ５５７ △ ３

利 益 準 備 金 積 立 額 ５５ ５５ △ －

当 期 未 処 分 利 益 ７８５ ２，０４８ △ １，２６２
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重 要 な 会 計 方 針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券 移動平均法による原価法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
製 品 ・ 仕 掛 品 総平均法および個別法による原価法

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 定率法を採用している。ただし、平成１０年４月以降取得した建物（建物附
属設備を除く）については定額法、取得価額１０万円以上２０万円未満の少
額減価償却資産については、３年間の均等償却。

無 形 固 定 資 産 定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては社内にお
ける見込利用可能期間（５年）に基づく定額法。

４．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与支給見込額に基づき計上している。
退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上して
いる。なお、退職給付会計適用に伴う変更時差異（△3,752百万円）について

は、３年による按分額を費用処理している。
役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上している。

５．収益及び費用の計上基準
請負工事の収益計上は、工事完成基準によっているが、長期大型工事（工期２年以上かつ請負金額１０億円以
上）については、工事進行基準を採用している。

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

７．消費税等の処理の方法は税抜方式によっている。

［ ］追 加 情 報

(退職給付会計)

当期から退職給付に係る会計基準（ 退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書 （企業会計審議会「 」

平成１０年６月１６日 ）を適用している。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は）

47百万円減少し、税引前当期純利益は5,392百万円減少している。

(金融商品会計)

当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っていない。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券のうち現金と同等の性格を有

するもの及び１年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券と

して表示している。

その結果、流動資産の有価証券は3,427百万円減少し、投資有価証券は3,427百万円増加している。

(外貨建取引等会計基準)

当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（ 外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」企業「

会計審議会 平成１１年１０月２２日）を適用している。この変更による損益への影響は軽微である。
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［ 注 記 事 項 ］

(貸借対照表関係)

１． 有形固定資産の減価償却累計額 67,144百万円 (前期 67,028百万円）

２． 保 証 債 務 4,408百万円 (前期 2,021百万円）

３． 自 己 株 式 297株 71千円 (前期 268株 71千円）

３． 自 己 株 式 消 却 資本準備金による消却株式数1,500,000株 株式の取得価額の総額366百万円

４． 期 末 日 満 期 手 形 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、当期末は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高

に含まれている。

受 取 手 形 5,475百万円

支 払 手 形 2,518百万円

設備支払手形 9百万円

(損益計算書関係)

１．有形固定資産減価償却実施額 4,364百万円（前期 4,687百万円）

［ ］リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 758百万円（前期 706百万円）

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 493百万円（前期 393百万円）

期 末 残 高 相 当 額 264百万円（前期 313百万円）

※ 上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」である。

② 未経過リース料期末残高相当額

1年以内 119百万円（前期 134百万円)

1 年 超 145百万円（前期 179百万円)

合 計 264百万円（前期 313百万円)

(注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は､財務諸表等規則第8条の6第2項の規定

に基づき、支払利子込み法によっている。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 153百万円（前期 138百万円)

減 価 償 却 費 相 当 額 153百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

-１６-



比 較 利 益 処 分 案

（単位：百万円）

第１０５期 第１０４期
項 目

（１２年４月～１３年３月） （１１年４月～１２年３月）

当 期 未 処 分 利 益 ７８５ ２，０４８

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 １０８ ４０

特 別 償 却 積 立 金 取 崩 額 ０ ２

別 途 積 立 金 取 崩 額 ２，８００ ０

合 計 ３，６９４ ２，０９１

利 益 処 分 額

利 益 準 備 金 ５５ ５６

利 益 配 当 金 ５４９ ５５５

(1株につき４円) (1株につき４円)

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 １，９３３ ２９６

合 計 ２，５３７ ９０８

次 期 繰 越 金 １，１５６ １，１８３

－１７－



役員異動（平成１３年６月２８日付）

＜取締役の異動並びに使用人兼務役職及び担当の異動＞

（ 新 ） （ 氏 名 ） （ 現 ）

・代表取締役社長 坂 元 良 章 代表取締役社長

兼 事業企画室長

・代表取締役専務 森 下 栄 嗣 代表取締役専務

兼 経営管理室長

・常務取締役 機械事業部長 越 田 稔 取締役 機械事業部長

・常務取締役 事業企画室副室長 横 内 誠 三 取締役 管理部長

兼 新規事業推進本部長 (資材・物流・管理・

(研究開発センター・技術開発担当) 監査・関係会社担当)

・取締役 環境管理部長 大 橋 公 司 取締役 機械事業部技師長

(設備計画・ＴＰＭ担当)

・取締役 総務企画室長 石 倉 正 勝 取締役 総務企画室長

兼 経営管理室副室長 (企画・総務・安全衛生・

(総務・安全衛生・ システム・設備計画・

監査・関係会社担当) 環境管理・ＴＰＭ担当)

＜新任取締役候補＞

（ 新 ） （ 氏 名 ） （ 現 ）

・取締役 経理部長 上 嶋 剛 寛 経理部長

兼 経営管理室副室長

(システム担当)

＜退任予定取締役＞

（ 新 ） （ 氏 名 ） （ 現 ）

・相 談 役 五十嵐 力 取締役 相談役

・顧 問 辻 義 廣 常務取締役 研究開発センター所長

(生産・技術担当)

・－－－－－ 仁 木 彬 隆 取締役 鉄管事業部技師長

なお、ピー・エス・ティ株式会社の代表取締役社長は従来どおり。

以 上


